整理番号：　　

	社会福祉法人設立計画概要
	設立代表者
	氏名
	

	（作成日：令和　　年　　月　　日）
	
	住所
	

	
	その他の設立者氏名
	


１　法人名称及び名称の由来

	ふりがな
	
	名称の由来
	

	
	
	
	

	法人名称
	(仮称）
	
	


２　主たる事務所の所在地等

	主たる事務所の所在地
	

	その他事業を行う場所
	


３　実施しようとする事業

	種類
	名称
	定員(人)
	種類
	名称
	定員(人)

	第一種社会福祉事業
	
	
	公益事業
	
	

	
	
	
	
	
	

	第二種社会福祉事業
	
	
	収益事業
	
	

	
	
	
	
	
	

	施設整備に係る県補助金交付申請
	（無・有）
	※「有」の場合
	施設名称
	

	
	
	
	初年度出来高見込
	　　　　　％


※　事業に関する特記事項（既存事業者からの事業引継など）
	

	


４　設立当初の役員（理事定数：　　人）（監事定数：　　人）
	役職
	氏　　名
	年　齢
	現在の職業、役職等
	住　　所
	要　　件

	理事長
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	
	
	


備考１　「年齢」欄には作成日（令和　　年　　月　　日）現在の年齢を記載してください。
２　「要件」欄は、社会福祉法で理事（法第44条第４項）及び監事（法第44条第５項）のうちに含まれなければならない要件に該当する記号を、記載してください。（複数の要件に当てはまる場合は、当てはまる要件の全ての記号を記載してください。）
・社会福祉事業の経営に関する識見を有する者　……「Ａ」
・当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者　……「Ｂ」

・施設の管理者（施設長）就任予定者　……「Ｃ」

・社会福祉事業について識見を有する者　……「Ｄ」

・財務管理について識見を有する者　……「Ｅ」

※　理事及び監事のうちに親族等の特殊の関係のある者がいる場合は、氏名と関係を記載してください。

	親族等の特殊の関係のある者
	(記載例)神奈川太郎と神奈川次郎は兄弟（太郎が兄、次郎が弟）

	
	


　　注：租税特別措置法第40条第１項後段の適用を受けようとする法人は、特殊関係に当たる者の範囲が広くなるので、注意してください。
５　評議員予定者（評議員定数：　　人）
	氏　　名
	年齢
	現在の職業、役職等
	住所
	識見等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


備考１　「年齢」欄には作成日（令和　　年　　月　　日）現在の年齢を記載してください。

※　評議員予定者及び設立当初の役員と親族等の特殊関係のある者がいる場合は、氏名と関係を記載してください。
	親族等の特殊の関係のある者
	(記載例)神奈川太郎と神奈川次郎は兄弟（太郎が兄、次郎が弟）

	
	


注：租税特別措置法第40条第１項後段の適用を受けようとする法人は、特殊関係に当たる者の範囲が広くなるので、注意してください。

６　社会福祉事業を行うために直接必要な不動産の調達方法
（１）土地
	区　　　　分
	土地の所在地
	筆数・面積

	①
	贈与(寄附)を受ける場合
	贈与予定者氏名・名称
	
	
	計　　　　　　　　筆

	
	
	贈与予定者と設立時役員等との関係
	
	
	計　　　　　　．　　㎡

	
	
	土地の評価額等
	円
	
	

	②
	購入する場合
	現所有者氏名・名称
	
	
	計　　　　　　　　筆

	
	
	現所有者と設立時役員等との関係
	
	
	計　　　　　　．　　㎡

	
	
	購入予定価額
	円
	
	

	③
	他から貸与を受ける場合
	所有者氏名・名称
	
	
	計　　　　　　　　筆

	
	
	現所有者と設立時役員等との関係
	
	
	計　　　　　．　　㎡

	
	
	地上権又は賃借権の設定
	期間：　　年間
	登記予定（有・無）
	年間賃借料：　　　　　　　　　　円／年


（２）建物（建設する場合）

	施設整備にかかる費用
	施設整備費の財源

	項目
	金額(円)
	項目
	金額(円)

	設計監理費
	
	自己資金
	

	建築工事費
	
	国・県補助金・交付金
	

	設備備品整備費
	
	(　　　　　)市町村補助金・交付金
	

	
	
	福祉医療機構からの借入金
	

	
	
	その他借入金
	借入先
	
	

	
	
	
	借入先
	
	

	計
	
	計
	


※　建築確認を得る前に必要な土地利用に関する許認可等について、根拠法令、許認可権者、申請先などを記載してください。
	

	


（３）建物（建設する以外の場合）

	区分
	建物の所在地
	構造・延床面積

	①
	贈与(寄附)を受ける場合
	贈与予定者氏名・名称
	
	
	　　　　造　　階建

	
	
	贈与予定者と設立時役員等との関係
	
	
	計　　　　　　．　　㎡

	
	
	建物の評価額等
	円
	
	

	②
	購入する場合
	現所有者氏名・名称
	
	
	　　　　造　　階建

	
	
	現所有者と設立時役員等との関係
	
	
	計　　　　　　．　　㎡

	
	
	購入予定価額
	円
	
	

	③
	他から貸与を受ける場合
	所有者氏名・名称
	
	
	　　　　造　　階建

	
	
	現所有者と設立時役員等との関係
	
	
	計　　　　　　．　　㎡

	
	
	地上権又は賃借権の設定
	期間：　　年間
	登記予定（有・無）
	年間賃借料：　　　　　　　　　円／年


７　設立当初の資産
（１）設立当初に受ける土地・建物以外の贈与(寄附)
	①
	贈与予定者氏名・名称
	
	使途

	
	贈与予定者と設立時役員等との関係
	
	建設自己資金：　　　　　　　　　　　　円
○○購入資金：　　　　　　　　　　　　円

運転資金：　　　　　　　　　　　　　　円

法人事務費：　　　　　　　　　　　　　円

基本財産：　　　　　　　　　　　　　　円

	
	贈与を受ける資産の種類
	現金・その他(　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	金額(評価額等)
	円
	

	②
	贈与予定者氏名・名称
	
	使途

	
	贈与予定者と設立時役員等との関係
	
	建設自己資金：　　　　　　　　　　　　円
○○購入資金：　　　　　　　　　　　　円

運転資金：　　　　　　　　　　　　　　円

法人事務費：　　　　　　　　　　　　　円
基本財産：　　　　　　　　　　　　　　円

	
	贈与を受ける資産の種類
	現金・その他(　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	金額(評価額等)
	円
	


（２）設立当初の資産の内容

	区分
	土地
	建物
	現金預金
	その他の資産

	
	評価額(円)
	評価額(円)
	(円)
	評価額(円)

	基本財産
	
	
	
	

	公益事業用財産
	
	
	
	

	収益事業用財産
	
	
	
	

	その他財産
	
	
	
	


　備考１　社会福祉施設を経営するため直接必要なすべての物件について、所有権を有していること、又は国または地方公共団体から使用許可を受けていること
が必要です。（保育園等、運営予定の施設の種類によっては、土地について、民間からの賃貸借で可能となる緩和規定等あり。）

　　　２　社会福祉施設を経営しない法人（主として第二種社会福祉事業のみ）は、原則１億円以上の現預金または資産（不動産等）を有することが必要です。
　　　　（居宅介護等事業や共同生活援助事業等を目的とする法人設立の場合、1,000万円以上の現預金または資産を有することで可能とする緩和要件あり。）

８　事業開始までに借り入れる借入金

（１）施設整備費や運転資金などの借入

	借入先
	借入の目的
	借入金額(千円)
	利率(％)
	償還期間
	償還財源
	事業用不動産への抵当権設定
	協調

	
	
	
	．
	年
	
	無・有（順位　）
	

	
	
	
	．
	年
	
	無・有（順位　）
	

	
	
	
	．
	年
	
	無・有（順位　）
	


備考１　福祉医療機構との協調融資の場合は、「協調」欄に○印を記載してください。
　　２　根抵当権の設定は認められません。
（２）つなぎ資金の借入

	借入先
	借入時期
	借入金額(千円)
	利率(％)
	返済時期
	担保提供

	
	年　　月
	
	．
	　年　　月
	無・有（担保の内容：　　　　　　　　　）

	
	年　　月
	
	．
	　年　　月
	無・有（担保の内容：　　　　　　　　　）


９　経常経費に充当する寄附金

	内容
	年間の寄附額(円)
	贈与予定者氏名・名称
	年齢
	職業
	年間所得(千円)

	賃借料に充当する寄附金
	
	
	
	
	

	借入金の償還財源とする寄附金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


10　経常経費に充当する補助金・交付金

	内容
	年間の支給額(円)
	支給額の根拠

	（　　　　　）市町村元金償還金補助金
	
	

	
	
	

	
	
	


11　事業開始前にかかる費用及び運転資金とその財源
	事業開始前にかかる費用
	項目
	金額(円)
	財源

	
	
	
	区分
	金額(円)

	
	
	
	贈与(寄附)
	○○購入資金
	

	
	
	
	
	運転資金
	

	
	
	
	
	法人事務費
	

	
	
	
	借入金
	借入先
	
	

	
	
	
	
	借入先
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業開始時に確保する運転資金
	
	
	

	合　　　　　計
	
	合　　　　計
	


備考１　「事業開始前にかかる費用」欄には、事業開始前に法人が支出する費用のうち、施設整備にかかる費用（６(２)で記載したもの）以外の全ての費用を記載してください。（事業開始前の人件費、旅費交通費、賃借料、つなぎ資金利息など）
２　「事業開始時に確保する運転資金」欄には、事業開始時点で運転資金として確保しておく現金、普通預金又は当座預金等の金額を記載してください。

３　「財源」欄には、事業開始前にかかる費用や事業開始時に確保する運転資金の財源となるものを記載してください。（７(１)で記載した贈与のうち、「建設自己資金」や「基本財産」以外のものを含みます。）
　　　 ４　年間事業費の12分の１以上に相当する現預金を保有する必要があります。（特別養護老人ホーム等介護保険法上の事業、障害者総合支援法で規定する障害福祉サービスや児童福祉法で規定する障害児通所支援若しくは入所支援事業の場合、年間事業費の12分の２以上が望ましい。）
※　法人の年間事業費の見込みとその算定根拠を記載してください。

	法人の年間事業費（ａ）
	円
	年間事業費の算定方法

	
	
	

	（ａ）×　　／１２
	円
	


※　事業開始当初の稼働率の見込みとその算定方法・根拠を記載してください。

	

	


12　施設について（※　保育所を経営する法人を設立する場合のみ記載してください。）

（１）施設長予定者

	氏名
	年齢
	住所
	職業
	法令に定める資格の状況

	
	
	
	
	


（２）職員数

	人
	（※　国の配置基準：　　　　人）


（３）施設の必要性及び既存施設の状況

	

	


様式例２　社会福祉法人設立計画概要
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